
２ 大阪市役所における取組み

（１）「大阪市地球温暖化対策実行計画

〔事務事業編〕」

大阪市では、これまでもさまざまな温室効果ガ

ス排出量削減の取組みを進めてきましたが、自ら

の事務事業に伴う温室効果ガスの排出量が市域の

温室効果ガス排出量の約6％を占める事業者であ

ることから一層の取組みを進めるため、2020年

度を目標年度とする「大阪市地球温暖化対策実行

計画〔事務事業編〕」（平成29年3月改定）に基づ

き、積極的に温室効果ガス排出量の削減に取り組

んでいます。

○計画の期間

2020年度までの５年間

○計画の目標

平成25年度比 ８.４％削減

○平成29年度実績

・排出量：89.8万トン-CO2

・排出削減率：平成25年度比10.3％削減

（２）主な取組み

平成29年度は、ESCO 事業の実施や LED 照

明の導入等による公共施設の省エネ化、３Ｒの取

組みによるごみ焼却量の減量、下水処理方式の変

更による温室効果ガスの発生量低減のほか、下水

消化ガス発電により間接的に温室効果ガス排出量

を減らす等の取組みにより、平成25年度比

10.3％の削減となり、目標を前倒しで達成しまし

た。（平成30年度に目標の見直しを予定）

所属別の温室効果ガス排出量と主な取組内容

※ 交通局の民営化に伴い、各年度の排出量から除外しています。

平成29年度

実績値

排出量（万t-CO２）

(削減率　平成25年度比)

89.8

(－10.3%)
―

環境局
（一部事務組合含む）

44.0

(－6.4%)

○ごみ焼却量の減量化

○ごみ焼却余熱を利用したごみ発電

建設局
20.8

(－21.2%)

○下水処理場における省エネルギー・省CO2化

○下水処理場における水処理の方式変更

○LED照明の導入推進

○ESCO事業の実施

○消化ガス発電施設の整備

水道局
9.6

(－9.4%)

○浄水場等における省エネルギー･省CO2化

○太陽光発電、小水力発電の導入

教育委員会事務局
5.3

(－1.9%)

○学校における省エネルギー･省CO2化

○学校の適正配置・統合

○小中学校への新たな空調機器設置によるCO2排出量増加の抑制

経済戦略局
3.5

(16.7%)
○スポーツ施設等における省エネルギー･省CO2化

福祉局
1.2

(－14.3%)

○弘済院等の施設における省エネルギー･省CO2化

○ESCO事業の実施

その他の部局
5.4

(－14.3%)
○職員による環境マネジメントの強化

※四捨五入の関係で、本市の事務事業全体と各所属の内訳の合計が一致しない場合がある。

（参考）

交通局
25.5

(－8.3%)

○駅舎等における省エネルギー・省CO2化

○地下鉄・市バス等の省エネルギー・省CO2化

115.3

(－9.9%)

本市の事務事業
（交通局含む）

本市の事務事業

区分
「大阪市地球温暖化対策実行計画〔事務事業編〕」における

各所属の主な取組

⑫ 水素の需要拡大等に向けた取組み

地域の特徴を活かした水素エネルギーの利活用

の拡大や水素・燃料電池関連産業振興の機運の醸

成に関する今後の方向性を示した「Ｈ2Ｏｓａｋａ

ビジョン」の推進体制として、平成28年8月に、

大阪府と連携の下、産学官が結集するプラットフ

ォームとなる「Ｈ2Ｏｓａｋａビジョン推進会議」

を設置し、事業者間の交流やアイデア創出を図る

とともに、市民や中小企業に幅広く情報発信をし

ています。

大阪市としても、わが国有数の需要地であると

いう地域性や、企業・大学・研究機関の集積地で

あるという強みを踏まえて、産学官連携による新

たな技術開発・実証プロジェクトの検討・立案に

取り組んでいます。

⑬ ライトダウンキャンペーンの実施

省エネを進めるため、外壁等をライトアップし

ている建物・施設に対し、ライトダウン（消灯）

を呼びかけています。平成29 年度は環境省のラ

イトダウンキャンペーンと連携して、6 月21 日

（夏至の日）・7 月7 日（七夕・クールアースデ

ー）の両日などを対象にライトダウンを呼びかけ、

本市及び関連施設では延べ 274 施設で省エネル

ギー・省CO２の取組みを行いました。

⑭ フロン対策

大阪市では自動車リサイクル法に基づき、引取

業者（使用済自動車の引取りを行う事業者）及び

フロン類回収業者（カーエアコンからフロン類を

回収する事業者）の登録事務を実施しています。

また、フロン排出抑制法に基づいて市有施設にお

いて空調機器等の点検や、機器の更新を行うこと

等により、使用時のフロン漏えい対策に取り組ん

でいます。

⑮ 公共建築物等における木材利用促進

「公共建築物等における木材の利用の促進に関

する法律」を受け、大阪市においても、木材の利

用は地球温暖化防止や資源循環型社会の形成にも

貢献するとともに、市民へのやすらぎとぬくもり

のある健康的で快適な空間の提供及びヒートアイ

ランド現象の抑制に有用であるため、平成28 年

3 月に「大阪市公共建築物等における木材利用基

本方針」を策定し、木材の利用促進に取り組んで

います。

また、2019 年度税制改正において森林環境譲

与税（仮称）が創設される予定となっており、国

産木材の利用促進や普及啓発など新たな財源の活

用策を検討しています。

⑯ 事業者の環境負荷低減活動推進モデル事業

（愛称：えこのわ）

⑰ おおさかスマートエネルギーセンター

再生可能エネルギーの導入やエネルギーの効率

的な利用の促進を図る拠点として、大阪府ととも

に「おおさかスマートエネルギーセンター」を平

成 25 年 4 月に設置しています。センターでは、

省エネ機器の導入及び住宅・建築物の省エネ化を

はじめ、創エネ・蓄エネ対策にかかる質問や相談

をワンストップで受けるとともに、設備導入にか

かる各種支援制度の紹介、新エネルギー関連産業

の振興に取り組んでいます。

⑱ 気候変動への適応

大阪市では、平成29 年3 月に地球温暖化対策

実行計画を改定し、暑熱対策など、既に実施して

いる施策のうち気候変動の影響への適応策に関連

するものを集約・整理し、同計画に位置付けてい

ます。

また環境省が実施する「地域適応コンソーシア

ム事業＊」に参画し、熱ストレスの増大による都

市生活への影響についての調査に協力しています。

「えこのわ」ロゴマーク

　市域の事業者による自主的な省エネ等の環境負

荷低減活動に関する、任意の報告制度を平成29年

３月より実施するとともに、平成29年度末時点で、

2 事業者団体と連携協力に関する協定を締結して

います。

　引き続き、協定締結団体及び参加事業者の拡大

を図っています。
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道路、河川、下水道、公園という都市の重要

なインフラを所管している建設局は、都市活動

の利便性や安全・安心を支える一方、街の環境

問題にも大きな影響を与えており、施設の新

設・更新に当たっては、積極的に新たな技術を

採用し、環境負荷の低減に努めていきます。

道路においては低騒音舗装やヒートアイラ

ンド対策としての保水性舗装等を進めるとと

もに、省エネルギー・省CO2のため、道路照

明灯などのLED化を積極的に進めていきま

す。

河川においては、水辺整備を進めるととも

に、合流式下水道の改善対策により水質の向上

を図ります。更に、水都大阪の特色である「水

の回廊」全体の環境改善のため、大阪府や周辺

市と連携を深め、寝屋川水系全体の水質改善を

図っていきます。

下水道においては、設備の省エネルギー化を

図るとともに、下水処理の過程で発生する汚泥

をバイオマスとして有効利用します。すでに、

汚泥処理で発生する消化ガスによる発電が順

調に稼働していますが、今後も新技術を積極的

に取り入れます。

公園については、「大阪市みどりのまちづく

り条例」にもとづき、緑豊かでうるおいのある

良好な都市環境の形成を図ることで市民の健

康で快適な生活の確保に努めるとともに、緑化

を推進することによるヒートアイランド現象

の緩和や生物多様性への取組み、省エネルギー

効果の高い公園灯LED器具の設置など都市環

境の改善を図り、花と緑あふれる快適なまちづ

くりを進めていきます。

建設局 Ｔop Ｃommitment

環境問題、環境教育が注目を集める中、多く

の学校を所管している教育委員会事務局とし

ては、ヒートアイランド現象の緩和や省エネル

ギー化など、環境に配慮した取組みが必要であ

ると考えております。

ヒートアイランド現象に対しては、ほぼ全て

の小・中学校において壁面緑化事業を実施する

など、自然を活かしつつ、緩和を図る事業を実

施しています。また、増改築に併せて、太陽光

発電設備や高効率照明器具を設置・導入した

り、防水改修を行う際にも、断熱性を有する素

材を使用したりするなど、ハード整備にあたっ

ても、より一層の省エネルギー化に努めていま

す。今後とも、これらの事業を継続しながら、

環境に配慮した学校づくりをめざします。

学校における環境教育では、幼児・児童・生

徒が生活環境や地球環境を構成する一員とし

て環境に対する人間の責任や役割を理解し、主

体的に環境保全活動に取り組む態度を育成す

ることが必要になります。そのために、地球環

境保全、公害の防止、生物多様性保全、循環型

社会の形成等を目的とした各校園における環

境教育の充実を支援します。

教育委員会事務局

Ｔop Ｃommitment
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